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１．使用料算定の基本原則 

公共料金設定の基本事項としては、サービス等を受けた者が自分の利用した量に応じ

て、その原価に見合った額を支払う受益者負担の原則（一般的に公費負担分を除いた額）

があります。一方、事業の経営に関しては、経営にかかる費用を自らの収入で賄い、外

部から補助を受けずに経営を行う独立採算制の原則があげられます。このため、公共料

金はサービスの提供に必要な原価を賄うだけの収入が得られるような水準（民間事業が

行なう公共サービスは利益も追求）に決める仕組みとされています。 

また、八代市行政改革大綱（平成 18 年 11 月策定）において、「使用料及び手数料等

については、受益者負担の適正化の観点から見直しを検討する。」との方針が示されて

います。八代市農業集落排水処理施設事業特別会計は、これらの観点に基づき、事業経

営に取組むべきと考えております。 

 

２．受益者負担の原則に基づく使用者が負担すべき経費 

使用者が負担すべき経費の範囲は、【参考 2-1】で示しているとおり、処理場の運転管理に

直接要する経費のほか管渠やマンホールポンプの維持補修等の維持管理費と、先行投資

した農集施設や各戸を結ぶ管渠を整備するのに要した地方債、即ち借金の元金と利子の

償還金のうち公費で負担すべき部分を除いた資本費の一部となります。 

 

 

 

【参考 2-1】使用者負担と考えられる経費の範囲のイメージ図 

維持管理費 資本費 建設改良費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用料対象経費 繰入金（基準内） 分担金 

繰入金 
（基準外） 

 

 

 

 

 

公費負担 使用料 
対象外経費 

使用者が負担すべき経費 

支出 

収入 
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３．改定の考え方  

農集事業は、排水処理施設や管渠の整備などに多額の先行投資を要します。この先行

投資は、使用料収入により賄われなければなりません。平成２３年度（平均改定率３７％）

と平成２７年度（平均改定率７．９％）に料金改定を行いましたが、現行の使用料体系

では、【参考 2-2】のとおり、使用料回収率８７％（平成２９年度決算）に留まっており、

不足分については、一般会計からの繰入金により補填されています。 

さらに、資本費については、資本費平準化債（世代間の負担の公平を図るため、資本

費の一部を後年度に繰り延べるためのもの）を借り入れることにより資本費の約２割を

返済、つまり借金を先延ばししており、その分は将来の使用者への負担となります。 

また、事業を取り巻く状況を見ると、農集施設の老朽化による修繕費の増加や、地域

人口の減少による使用料の低下等で厳しい経営となっていくものと推察されます。 

以上のことから、安定的に事業を経営するには、適正な使用料設定による経費の回収

が必要不可欠であり、一般会計からの繰入金削減を図っていくには、受益者負担の原則

に基づき使用者が負担すべき経費について、１００％、使用料にて回収できるよう改定

する必要があります。 

 

【参考 2-2】農集事業における使用料対象経費（平成 29 年度決算ベース） 

（歳出内訳）                                            単位：千円 

 
維持管理費 

30,487 

資本費 
60,747 

建設改良費 
387 

 

 

 

 

 

 

 

 

（財源内訳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用料対象経費 
40,967 

繰入金（基準内） 
50,267 

分担
金 
100 

繰入金 

(基準外) 
287 

使用料対象経費 40,967 千円 
  

維持管理費 
30,487 

資本費 
10,480 

使用料収入 
35,835 

 

 

             

        

使用料回収率＝使用料収入／使用料対象経費 

            ＝35,835 千円／40,967 千円 

 

            ＝87％ 

収入不足分については、一般会計
からの繰入金によって補填されて
います。 

施設運転管理委託：11,524 

施設維持管理経費：3,570 

汚泥処理経費：4,084 

光熱水費：6,992 

郵便料その他：4,317 

桝設置：387 起債償還 

元金：50,765 

利子： 9,982 

公費負担 使用料 
対象外経費 使用者が負担すべき経費 

収入不足 

5,132 
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４．使用料改定案 

 （1）改定率 

 使用料回収率を２回の改定により１００％とする試算 

使用料回収率を１００％に設定すると、１４．４％の改定が必要となり、使用料が著しく高額とな

るため、市民生活に与える影響が大きくなります。 

そこで、公共下水道使用料及び浄化槽使用料との統一を図り、次回（２０２３年度【平成３５年度】

予定）を含めた２回の改定で、使用料回収率を１００％にするという内容を踏まえて試算を行いまし

た。その結果、次回のみで使用料回収率を１００％に設定した場合、地域人口の減少による使用料収

入の低下により、１５．０％の改定が見込まれるため、段階的に２回に分けて、今回、平均改定率   

７．５％の改定を行うものです。 

 

 

【参考 2-3】改定後（改定率 7.5%）の使用料対象経費回収状況（平成 31 年度決算ベース） 

                                

          使用料対象経費 40,898 千円 

維持管理費 
30,643 

資本費 
10,255 

使用料収入 
35,750 

 

  

        平均改定率 7.5% 

      35,750×1.075=38,431 
          使用料対象経費 40,898 千円 

使用料収入(調定) 
38,431 

 
 

収入不足 2,467 
 

使用料改定案による試算結果 

① 赤字補填である一般会計からの繰入金が 2,681 千円削減されます。 

② 使用料回収率が 87％から 94％となり、独立採算の原則に近づきます。 

2）改定時期 

   平成３１年４月１日施行  

使用料回収率＝使用料収入／使用料対象経費 

            ＝35,750 千円／40,898 千円 

 

            ＝87％ 

使用料回収率=使用料収入／使用料対象経費 

      ＝38,431 千円／40,967 千円 

 

      =94% 

収入不足 5,148 
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  【参考 2-4】改定案単価表                                        (税別) 

 

 

【参考 2-5】改定案改定率 

 
改定前 

平均使用料 

改定案 

平均使用料 
改定率 

平  均 ４，１５０.２円 ４，４６１.４円 ７．５％ 

 区分 現行料金 改定案料金 備 考 

基本料金 2,065 2,219  

世帯員割 688 739 事務所等の従業員を含む 

業務料金 1,376 1,479 店舗面積により加算する 

その他の料金 410 440 学校・保育園等 

【参考 2-6】一般世帯における使用料改定率一覧 （税別） 

世帯 

員数 
現行料金 改定案 差額 改定率 

0 2,065 2,219 154 7.5% 

1 2,753 2,959 206 7.5% 

2 3,441 3,699 258 7.5% 

3 4,129 4,438 309 7.5% 

4 4,817 5,178 361 7.5% 

5 5,505 5,917 412 7.5% 

6 6,193 6,657 464 7.5% 

7 6,881 7,397 516 7.5% 

8 7,569 8,136 567 7.5% 

9 8,257 8,876 619 7.5% 

10 8,945 9,615 670 7.5% 

11 9,633 10,355 722 7.5% 
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【参考 2-7】農集条例別表第３（東陽、泉）に対する改定案前後表              （税別） 

区 分 
基本 

料金 

世帯 

員割 
業 務 料 金 算 定 方 式 

一般住宅 

2,065 円 

↓ 

2,219 円 

688 円 

↓ 

739 円 

 0 円 2,219 円＋（739 円×世帯人員） 

寮・アパート 688 円 

↓ 

739 円 

           0 円 2,219 円×室数＋（739 円×世帯人員） 

事 

業 

所 

スーパー 

食堂 

理容店 

旅館 

その他 

638 円 

↓ 

739 円 

店舗面積等が 300 ㎡以下のとき

1,376 円→1,479 円とする 

300 ㎡を超えるものについては、

100㎡増す毎に 1,376 円→1,479 円

加算するものとする。 

 

基本料金＋（家族及び従業員×739 円）

＋業務料金 

（家族が別棟の場合は、家族員を除く） 

（従業員は当該認可地区内人員を除く） 

病院及び 

  診療所 

688 円 

↓ 

739 円 

基本料金＋｛家族及び従業員＋（病床数

＋0.7）｝×739 円＋業務料金 

（家族が別棟の場合は、家族員を除く） 

学校・保育園※ 410 円 

↓ 

440 円 

0 円 

基本料金＋（児童生徒数×1/5＋職員数）

×440 円 

 

集会所 0 円 0 円 1 ヶ所につき 2,219 円 

公衆便所 688 円 

↓ 

739 円 

0 円 基本料金＋（施設の計画人口×739 円） 

そ 

の 
他

（東
陽
） 

東陽支所 

定住セン

ター 

菜摘館 

保健セン

ター 

スポーツ

センター 

石匠館 

2,065 円 

↓ 

2,219 円 

688 円 

↓ 

739 円 

0 円 

 

 

 

 

基本料金＋（施設の計画人口×739 円） 

そ
の
他

（泉
） 

さわやか

荘 

ふれあいｾ

ﾝﾀｰ 

2,065 円 

↓ 

2,219 円 

688 円 

↓ 

739 円 

店舗面積等が 300 ㎡以下のとき

1,376 円→1,479 円とする。 

300 ㎡を超えるものについては、

100㎡増す毎に 1,376 円→1,479 円

加算するものとする。 

基本料金＋（家族及び従業員×739 円）

＋業務料金 

（家族が別棟の場合は、家族員を除く） 

（従業員は当該認可地区内人員を除く） 


